

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 　なお、「最高人民法院関於対 “文化大革命” 前判処的刑事案件提出的申訴応如何処理的
通知」（1980年２月15日）によれば、「『文化大革命』期間の冤罪・でっち上げ・誤判事件
を再審査し是正する過程で、各地の人民法院は『文化大革命』以前に判示した刑事事件
にたいして提起された一部の不服申し立てをも処理した。各地で処理した状況からみて、
『文化大革命』以前に判示した刑事事件の大部分は、正確である。しかしある若干のとき
に、種々の原因により、確かに若干の事件で誤った判決が下された」とする（『実用全書』、
510頁）。したがって、「『文化大革命』前に判示した刑事事件にたいして全面的な再審査は
行わない」（同頁）というが、ここでいう「ある若干のとき」や「種々の原因」とはなにか。
（41）『江華伝』、369頁。
（42）曽漢周「在全国刑事審判工作会議上的報告（節録）」（『学習資料』）、310－327頁（なお、
原載は、『人民司法』1978年第４期）。ちなみに、『江華伝』では、「1978年10月20日に、第
２回全国刑事裁判業務会議が上海で招集開催され」た（366頁）というのは、21日のあや
まりである（『江華文集』、50頁）。
（43）同上（『学習資料』）、315－318頁。ちなみに、そこでは、「目下、全国各級人民法院には、
いまだなお審理が終結していない×万余件の刑事事件が存在する」という（314頁）。
（44）葉剣英「認真掲批林彪集団的反革命罪行」（1971年10月７日、『葉剣英選集』、1996年３
月、人民出版社、412－418頁、以下『葉選集』と略称する）や同「粉砕 “四人幇” 闘争的
偉大勝利」（1976年10月７日、同上、444－448頁）のほか、七八年憲法下では、同「在中
央工作会議閉幕会上的講話」（1978年12月13日、同上、493－502頁）などがある。さしあ
たり、範碩『葉剣英在1976』（修訂本）（1995年12月第２版、中共中央党校出版社）を参
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照願いたい。なお、それによると、「４人組」の由来としては、「毛沢東が1974年７月17日
に、中央政治局委員たちに面と向って、かれらを『４人組』と正式に命名した」ことが
あげられている（27頁）。
 　ちなみに、『批判』では、「第三編　政治」（253頁以下）の「第三章　プロレタリアート
独裁」（282頁以下）の①「『全面奪権』から『全面独裁』へ」（282－285頁）、②「『全面独裁』
はファシスト独裁にほかならない」（285－293頁）が重要である。また、それにつづく、「第
四章　社会主義的適法性の問題」（293頁以下）では、②「政法機関を攻撃して民主原則
を貫徹する必要があるという『４人組』の謬論を批判する」（299－304頁）点などが関連
する。
（45）葉剣英「在中央工作会議閉幕会上的講話」（1978年12月13日）、『葉選集』、497－500頁、
499頁。
（46）江華「人民法院工作如何為社会主義現代化建設服務」（1979年３月・４月）（『江華文集』）、
60－75頁、65頁。なお、「中共中央関於地主、富農分子摘帽問題和地、富子女成分問題的
決定（節録）」（1979年１月11日）（『集成』、193頁）をあわせて参照願いたい。
 　ちなみに、「資料１　中国共産党第11期中央委員会第３回総会コミュニケ（1978年12月
22日）」によると、党の11期３中総会は「全国的範囲において林彪・『４人組』を摘発、
批判する大規模な大衆運動が基本的に勝利のうちに遂行されたことに鑑み、1979年から
全党の活動の重点を社会主義的現代化の建設に移すべきであるむね決定した」とされる
が、この会議こそが今年の年末に30周年をむかえる重要な「転換点」である。なお、こ
こで「大規模な大衆運動」を利用している点は、いわゆる「四大民主」の問題も含め、
一方で「文革」の枠をこえきれないこの時期の「転換」の限界でもあるのだが。また、
「総会コミュニケ」はつづけてこうも指摘している。つまり、「検察機関と司法機関はしか
るべき独立性を持たなければならない。法律と制度に忠実で、人民の利益に忠実で、事
実に忠実でなければならない。人民が自らの法律の前で誰もが平等であることを保証し、
何人も法律を超越した特権をもつことは許されない」と（太田勝洪・小島晋治・高橋満・
毛里和子編『中国共産党最新資料集』上巻（1985年７月、勁草書房、『資料集』上と略称
する）所収の「資料１　中国共産党第11期中央委員会第３回総会コミュニケ（1978年12
月22日）」（原載は、『北京周報』1978年52号）、１頁、８頁）。とくに、「検察機関と司法機
関はしかるべき独立性を持」つという指摘は重要である。これはのちの1979年の人民法
院組織法の改正をへて、82年憲法の制定で憲法上の規定が復活し、さらにその文言にあ
わせて83年の人民法院組織法の改正に反映されることになる。
（47）同上（『江華文集』）、66頁。
（48）同上、68－69頁。
（49）同上、72頁。
（50）同上、75頁。なお、《中国公安辞典》編審委員会『中国公安辞典』（1999年９月、群衆出
版社）によれば、「公安六条」（155頁）で、「党の11期３中総会後、1979年２月17日、公安
部は中共中央に報告して承認をえて、この規定を取り消した」という。
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（51）「江華同志在部分高、中級人民法院和軍事法院負責同志座談会結束時的講話」（記録に
もとづき整理、1979年４月10日・11日、『学習資料』、186－202頁、原載は『人民司法』
1979年第４期）。
 　なお、小口彦太『現代中国の裁判と法』（2003年３月、成文堂）では、ここでの「江華の、
現在、死刑案件は省党委員会の審査と承認を得ることになっているが、これは、このた
び全人代で刑法・刑事訴訟法が採択され、最高人民法院が死刑の裁判を行ない、あるいは、
審査し同意を与える（「核准」）ことになっても変わることはないとの、露骨な発言」に
ふれている（18頁）。ちなみに、この江華の発言は、つぎのとおりである。すなわち、「現在、
死刑事件は、省委に報告して審査のうえ意見を求め、10の方面の死刑事件や渉外刑事事
件は、最高人民法院に集中して中央に報告して意見を求める必要がある。次回の全国人
民代表大会が、もし刑法・刑事訴訟法を採択すれば、最高人民法院が死刑を裁判するか、
または審査許可する必要があり、実際には死刑権は中央に回収するが、法律には最高人
民法院が裁判し、または審査許可すると書くしかない」と（『学習資料』、197頁）。
（52）前々稿（下）、157(58)－155(60)頁。
（53）江華「向第五届全国人民代表大会第二次会議作的最高人民法院工作報告」（1979年６月
21日）（『江華文集』）、79－80頁。なお、その後、『江華伝』によれば、1979年「７月に招
集開催された全国高級人民法院院長会議において、かれはまた再審査業務の状況と問題
をいちだんと理解した。そして８月に、かれは最高人民法院党組『冤罪・でっち上げ・
誤判事件を再審査し、そして是正する業務を有終の美を飾る形で完成させるうえでのい
くつかの問題にかんする中共中央にたいする請訓報告』を主宰して起草した（371－372
頁）。「中共中央は、1979年12月31日に、この報告（中発〔1979〕96号文書）を承認のう
え転送した」（373頁）。「1980年８月、かれは最高人民法院党組『文化革命期間の死刑誤判
事件を再審査し是正することのいくつかの意見にかんする中共中央にたいする請訓報告』
を主宰して起草した」。さらに、「1980年９月22日に、中共中央はこの報告（中発〔1980〕
71号文書）を承認のうえ転送し」たという（373頁）。ちなみに、原文は、「最高人民法院
党組関於復査糾正 “文化大革命” 期間錯判死刑案件的幾個意見的請示報告（節録）」（1980
年９月22日、中共中央が承認の上転送）（『集成』、207－208頁）にある。
（54）前々稿（上）、133（24）－121（36）頁を参照願いたい。
（55）「中華人民共和国人民法院組織法」（1979年７月１日、第５届全国人民代表大会第２次
会議通過、以下79年法と略称する）（『類編』）、66頁、72頁。なお、「７つの法律」とは、
地方各級人民代表大会および地方各級人民政府組織法・全国人民代表大会および地方各
級人民代表大会選挙法、人民法院組織法・人民検察院組織法・刑法・刑事訴訟法・中外
合資経営企業法の７つである。
（56）79年法（『類編』、67頁）、「中華人民共和国人民法院組織法」（1954年９月21日、第１届
全国人民代表大会第１次会議通過、以下54年法と略称する）（同上、302頁、303頁）。
（57）79年法（同上、73頁）、54年法（同上、309頁）、79年法（同上、74頁）。
（58）54年法（同上、309－311頁）。
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（59）張子買主編『刑事訴訟法教程』（1987年６月第２版、群衆出版社、以下『教程』と略称
する）、57頁。
（60）『教程』、58頁。
（61）同上。
（62）同上、59頁。それによると、こうなる。すなわち、①「第１章で刑事訴訟法の指導思
想および基本原則を明確に規定し、かつまた新たな条項を増やした」。②「刑事訴訟法の
任務は正確・適時に犯罪事実をはっきりと調査し、犯罪者に懲罰をくわえることを保証
する必要があるとともに、無罪の者が刑事上の追及を受けないように保障する必要もあ
ることを明確に規定した」。③「人民法院、人民検察院および公安機関は刑事訴訟活動の
なかで大衆とたがいに結びつくという原則を実施し、かならず大衆に依拠し、大衆に便
利で、大衆の監督を受けなければならないことを肯定した」。④「公安・検察・法院の三
機関が刑事訴訟を行うには、分担して責任を負い、相互に協力しあい、そして相互に制
約しあわなければならず、かならず厳格に法によりことを処理し、法定の手続に従い、
訴訟活動を行わなければならないことを強調し」、「とくに検察機関の訴訟活動における法
律監督作用をいかにしてよりよく発揮させるかについて、多くの新しい規定を設けた」。
⑤「司法機関はかならず当事者およびその他の訴訟参加者が法により享有する訴訟上の
権利を保障しなければならず、とくに被告人およびその弁護人に弁護権を十分に行使さ
せることをいかにして保証するかについて、よりいっそう具体的で明確な規定を行った」。
⑥「『事実を根拠とし、法律を準則とする』原則を貫徹するために、司法要員が証拠を客
観的、全面的に収集し、審査し、そして判断することをいかにして保証するかについて、
とくに拷問による自白の強要を厳禁し、誣告、偽証を防止するなどの面について、重点
的に多くの新規定を行った」。⑦「捜査における被告人の拘留期限と起訴審査・１審・２
審の事件処理の期限を明確に規定した」。⑧「原則性と柔軟性をたがいに結びつける、お
よび法律の条文は簡明で、要領をえ、通俗的で、わかりやすいことに力を尽くすべきで
あるという原則にもとづき、公安・検察・法院三機関内部の事務処理手続に属する若干
の条項を簡素化したことによって、条文は初稿の200条から164条に減った」という（同
頁）。
（63）「中華人民共和国刑事訴訟法」（1979年７月１日、第５期全国人民代表大会第２回会議
で採択）（公安部政策法律研究室編『公安法規彙編　1950－1979』（1980年９月、群衆出
版社、以下『公安法規』と略称する）、34頁、35－36頁。
（64）前々稿（中）、128(17)－121(24)頁。
（65）「中華人民共和国刑事訴訟法」（『公安法規』）、58頁。
（66）同上、58－59頁。
（67）彭真「関於七個法律草案的説明」（1979年６月26日）（『彭真文選』、1991年５月、人民
出版社）、368頁以下、375－376頁。なお、この1980年１月１日施行の刑事訴訟法第155条
第３項で、「死刑を執行するには、公布しなければならないが、衆目にさらすべきではな
い」（『公安法規』、64頁）として、見せしめとしての公開処刑を法的に「禁じている」。
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ちなみに、加々美光行『漂白中国－転換期アジア社会主義論』（1988年３月、田畑書店）
所収の「禁止のための公開処刑」（177頁以下）で、新島淳良はこう述べている。つまり、
「彭真が委員長になって刑法をつくった年」＝1979年「は、見せしめの公開処刑が一番多
かった年で」あり、「あのときはもう何かというと死刑を公開した。そうしなかったら、
復讐を禁止できない」と（177頁）。1980年から「見せしめの公開処刑」が法的には「不応」
となるので、駆け込み「需要」もあったのであろうが、その後も後を絶つことはない。
 　一方、浅井敦「刑法の成立過程寸見」（現代化中国の法と社会　第１回、『法律のひろば』、
1980年３月号）以降の長期の連載は、1979年１月から10月まで「外交官待遇を与えられ
ながら、中国における法律制度整備の初期の状況を現地に在ってつぶさに観察し続けた
一人の日本人法律家として、感ずるところ多かった中国での生活のあれこれを、ここに
思い付くまま何回かに分けて、書き留め」た「雑多な印象記」・「個人的見解」の発表の
場として始まったが、ここで彭真についてこう語られている。つまり、「魁偉な彭真・全
人大常委会副委員長兼法制委員会主任の容ぼう」にふれたうえで、「陝西省の一人民公社
から北京にもどって間も無いというのに、全人大開催準備のための、そしてそれが開催
されてからの、同氏の活躍ぶりはめざましいものであった」。「憲法の一部改正をはじめと
し、中国にはじめて体系化された社会主義の刑法規範を定着させるための刑法典草案の
提案趣旨説明を行うなど、重要立法のすべてに法制委員会最高責任者・彭真氏の細心の
心くばりと強力な指導力がおよんでいた」とする（58頁。なお『論点』では、「刑法典公
布に思う」、168－169頁）。
（68）彭真「関於七個法律草案的説明」、375頁。
（69）同上。
（70）同上、376頁。
（71）同上。
（72）同上。
（73）同上、377－378頁。
（74）同上、380頁。
（75）同上。380－381頁。
（76）彭真「在全国検察工作座談会、全国高級人民法院和軍事法院院長会議、第三次全国予
審工作会議上的講話」（1979年７月27日）（彭真『論新時期的社会主義民主与法制建設』、
1989年１月、中央文献出版社、以下『新時期建設』と略称する、17－28頁、彭真『論新
中国的政法工作』、1992年３月、中央文献出版社、以下『新中国工作』と略称する、171
－181頁）、引用は『新時期建設』、17頁、20－21頁。
（77）「関於社会主義法制的幾個問題－彭真同志1979年９月１日在中央党校的講話摘要」（引
用は『学習資料』、原載は『理論動態』、1979年164期、中共中央党校理論教研室編）、104
－114頁。
（78）1979年の改正人民法院組織法第４条に、「人民法院は独立して裁判を行い、ただ法律に
のみ従う」という規定がある（『類編』、67条）。
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（79）同上（『学習資料』）、112頁、113頁。なお、「彭真同志在全国公安局長会議上的講話」
（1979年９月16日）（『学習資料』、114－129頁、原載は『人民公安』1979年11期、また『新
中国工作』、182－189頁にも一部を除き収録）によれば、①「思想路線の問題」、②「階級」
の問題、③「社会主義的適法性がなければ、社会主義的民主はない」という問題、④「３
つの機関の関係」、⑤「幹部」の問題にふれられている(『学習資料』、115－129頁)。
（80）江華「為実施幾個重要法律做好準備」（1979年７月）（『江華文集』）、87－94頁、87頁。
（81）同上、90頁。
（82）同上、91頁。
（83）同上。
（84）同上、91－92頁。
（85）同上、92頁。
（86）同上、92－93頁。なお、「江華院長在全国高級人民法院和軍事法院院長会議上的講話」
（1979年７月13日・21日）（『学習資料』、202－211頁、原載は『人民司法』1979年10期）
もある。
（87）江華「司法人員要執法先要学法」（『学習資料』、211－219頁、原載は『紅旗』1979年８
期）、引用は『学習資料』、218－219頁。
（88）同上（『学習資料』）、218頁。他方、「認真学習人民法院組織法」（『人民司法』社論、『学
習資料』、138－145頁、原載は『人民司法』1979年９期、159頁、引用は『学習資料』、
141－145頁）によれば、ここでも「人民法院は独立して裁判を行い、ただ法律にのみ従う」
原則と一切の公民は法律を適用するうえで一律平等である」原則にふれられている。そ
して、「為宣伝和執行刑事訴訟法而努力」（『人民司法』社論、原載は『人民司法』1979年
８期、『学習資料』、156－160頁、とくに159頁）では、「たとえば、ある者は刑事訴訟法規
があると、『さらに面倒』になる、『さらに事件処理がよくなくなった』、『敵にたいする闘
争の手足を縛る』、『労働が重複する』、『ただ事件を正しく処理さえすれば、法定の手続制
度は執行してもしなくても関係ない』、相互制約は『あら捜しをすることである』、『欠点
をみつけることである』などと考える」という。
 　ちなみに、「予審活動規則」（1979年８月20日）（「予審工作規則」（1979年８月20日、公
安部制定、全国人民代表大会常務委員会法制工作委員会　審定『中華人民共和国公安法
律全書』、1995年５月、吉林人民出版社、以下『公安全書』と略称する、275－278頁）に
よれば、「総則」の第１条で、「予審活動に関係のある『中華人民共和国刑事訴訟法』の規
定を正確に実施し、事件処理の質を保証し、敵に正確に打撃をくわえ、人民に保護する
ために、とくに本予審活動規則を制定する」とし、第２条で「予審活動は公安機関のひ
とつの専門の業務であり、公安活動の重要な構成部分であり、刑事訴訟手続のなかのひ
とつの重要な環である」とする（275頁）。
 　その「任務は、『被告人』（被疑者－引用者、以下同じ）の全犯罪事実を正確、適時に調
査して明らかにし、刑事責任を追及しなければならないその他の者を追跡調査し、無罪
の者が冤罪または誣告により害されないように保護することである」（第３条）という（同
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頁）。
 　そして、同規則によれば、第３条はこうつづく。すなわち、「したがって、予審要員の
職責は『被告人』の有罪または無罪を実事求是で調査して明かにし、犯罪の情状の軽重
を調査して明らかにし、犯罪の性質および罪名を正確に認定し、捜査によってえた罪証
資料が確実なものかどうかを検証して実際を調査し、敵を勝手気ままにさせず、善人に
冤罪を受けさせないことを保証することであるべきである」（３条）とされる（同頁）。
 　第４条で「予審活動の範囲は、『拘留』（逮捕）を承認し、犯人（被疑者）を『逮捕』（拘置）
したのちに始まり、予審が終結し、処理を行うか、または人民検察院に移送して起訴さ
せるまでである」（同頁）。しかも、「拘置・逮捕・捜索」（276－277頁）、「被疑者の取調べ」
（277頁）、「証拠の収集」（277－278頁）、「予審の終了」（278頁）がつづく。
 　また、「犯人（被疑者）の取調べ」では、第26条の第２項で「大衆を組織して、犯人に
たいして批判闘争または引き回しによる闘争を行うことを厳禁する」と定めている(277
頁)点は、特筆に値する。
 　なお、浅井敦の『論点』では、「第三部　中国法の散歩道」（163頁以下）の「第一章　
中国生活断想1979」（165頁以下）の「三　国宝盗難事件」（172頁以下）で、「預審」「預審
工作」「預審人員」にふれている（174－176頁）が、同「国宝盗難事件と『予審』問題」
（現代化中国の法と社会　第７回、『法律のひろば』、1980年10月号）では、こう率直に述
べられている。すなわち、浅井は、「中国の裁判をより正確に認識するためには、公判以
前の実情を可能な限り知っておくことが重要であり、この点についての考察を欠くこれ
までの中国司法制度研究」「の限界を、強く感じてきた」として、こうむすんでいる。つ
まり、「確かに、刑事訴訟法は、公安機関の権限として、捜査、勾留、予審の３つを明記
している（第３条）。そして同条の規定の仕方からみて、捜査と予審とは、訴訟上の手続
きとしては別個のものであると考えるのが自然であろう」が、この事件にかんして、「捜
査段階では、尋問、証拠収集など、訴訟法上、被疑者・被告人に対する捜査と規定して
いるものが、すべて犯人に対する予審という表現で語られている。捜査と予審との区別
について全く無自覚とさえ感ぜられるような言葉の用法に終始している」。「刑事訴訟の実
態面に、予審問題のあいまいさを生むような現実が、なにか存在するのであろうか」と（83
頁）。一方、同「刑訴法の立法過程」（現代化中国の法と社会　第２回、『法律のひろば』、
1980年４月号）によれば、さらに問題はこうなる。すなわち、「中国刑事訴訟法において
は、裁判をとおして初めて事件の真実が明らかになるというよりは、むしろ事実は裁判
以前の段階において解明されているのであり、裁判は当事者がそのことを最終的に確か
め合う場と考えられているのではないか」。「裁判の政治的社会的機能に対する評価問題が
絡んで、刑事訴訟の中で裁判が占めるウエイト、役割、ひいては刑事訴訟の構造そのも
のに変化が生ずるのは、ありうることである」としたうえで、具体的には、草案段階で
はあるが、「刑訴法第３条は『予審』が公安機関の権限に属することを規定しながら、『予
審』手続についてはなにも定めていないため、『予審』の性格、そこで取調べる事項の範囲、
被疑者・被告人の地位等一切明確でない。これがわが国旧刑訴下の予審でないことは明
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らかだが、正式の審判に対して予審といわれる手続が意味をもつはずなのに、公安機関
が自らの捜査結果をさらに確認するための行為に『予審』の語をあてるのも、奇妙である。
本法において『予審』を独立の訴訟手続段階としなかった理由を、実際の処理の仕方も
含めて」、「知りたい」とする（59頁）。
（89）王舜華・徐益初・張仲林・肖賢富・傅寛芝『中華人民共和国刑事訴訟法釈義』（1980年
５月、群衆出版社）、４－５頁。
（90）唐永禅・何顕光・庄淑珍・孫孝福編『中華人民共和国刑事訴訟法概論』（1981年６月、
群衆出版社）、44頁。
（91）同上、125頁。なお、これは、1979年刑事訴訟法第42条および1954年「逮捕拘留」条例
第６条および1979年条例第７条の規定である（「中華人民共和国刑事訴訟法」、「中華人民
共和国逮捕拘留条例」（1954年）、同条例（1979年）、『公安法規』）、43頁、85頁、88頁。
（92）柴発邦主編『民事訴訟法学』（修訂本）（1987年６月第二版、法律出版社、以下『法学』
と略称する）、31－32頁。また、「民事事件裁判手続き（草稿）」（最高人民法院形・民訴訟
経験総括弁公室、1957年）（『裁判制度』、147－163頁）もある。それによると、「以下は『各
級人民法院民事事件裁判手続きの総括』にもとづいて作成した条文である」という（147
頁）。なお、原文は、「民事案件審判程序（草稿）」（1957年）（『全集』）、1661－1667頁。
（93）『法学』、32頁。
（94）同上。
（95）同上、33頁。なお、その後、前々稿（中）でもみた「1956年10月、最高人民法院は『各
級人民法院の民事事件裁判手続にかんする総括』を印刷発行し」た（同上、34頁）。また
ふたたび、前々稿（中）、128(17)－121(24)頁を参照願いたい。
（96）何蘭階・魯明健主編『当代中国的審判工作』下（1993年12月、当代中国出版社）、11頁。
なお、「最高人民法院関於民事審判工作若干問題的意見（修改稿）（節録）」（1963年８月28
日）（『全集』、1667－1671頁）がある。
（97）同上、14頁。
（98）同上、18頁。なお、「人民法院審判民事案件程序制度的規定（試行）」（1979年２月２日、
最高人民法院発布）（『集成』、670－675頁、『全集』、1671－1676頁）および「最高人民法
院関於貫徹執行民事政策法律的意見（節録）」（1979年２月２日）（『人民法庭実用手冊』、
1988年４月、人民法院出版社、以下『実用手冊』と略称する、235－256頁、『年鑑・88』、
352－357頁）を参照願いたい。
（99）『法学』、36－37頁。なお、この「規定（試行）」（『集成』）によれば、その内容は以下
のとおりである。すなわち、「一　事件の受理」（670－671頁）、「１事件の受け入れ（「収
案」）」、「２事件の管轄」、「二　審理前の準備作業」（671頁）、「１提訴審査手続が完備して
いるかどうか」、「２訴状の副本を被告に手渡」すことなど、「３当事者の持つべき訴訟上
の権利を告知する」（671頁）、「三　事件の状況の調査および保全措置の採用」（671－672
頁）、「四　調停」（672頁）、「五　開廷審理」（672－673頁）、「１開廷して事件を審理する
には、準備作業を十分に行うべきである」、「２開廷審理の手続」、「３審理の終了、審理の
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中止および審理の合併」、「六　判決・裁定」（673－674頁）、「１集団討論」、「２審査（「審
批」）」、「判決の処理に必要か、または裁判委員会の討論をまだへていない事件について
は、院長に報告して審査させることが必要である。重大な事件および渉外事件は同級の
党委に報告して審査させるべきである」、「３判決書および裁定書の作成」、「４判決の言い
渡し」、「５欠席判決にかんして」、「七　上訴」（674－675頁）、「八　執行」（675頁）、「１判
決および裁定が正しいが、当事者が故意に執行を引きのばしたり、または拒んで執行し
ない場合」、「２もしも原判決および原裁定が不当に属する場合」、「３もしも判決・裁定に
あいまいではっきりしない点が含まれていて執行するすべがない場合」といった原因別
の処理、「九　不服申し立てと再審」（同頁）、「１不服申し立て」、「２再審」、「十　答礼訪問」
（同頁）、「十一　事件資料の保存」（同頁）である。
